
場から富士製造所への機能移管、ポリマー・塗加工関連
事業で川越製造所のポリマーパイロット棟の建設、パッ
ケージ関連事業ではトルコで工場建屋建設や設備増強な
どの設備投資を進めました。

政策保有株式の縮減

当社は業務提携、取引関係の維持・強化、原材料の安
定調達などの経営戦略の一環として必要と判断する企
業の株式を政策的に保有していますが、これらの政策保
有株式の縮減に積極的に取り組み資本効率の改善を進
めています。

安定配当を基本とした機動的な株主還元

長期にわたる安定的な経営基盤の確保に努めつつ、安
定的な配当を継続することを基本方針としています。 
SIC-Ⅱ期間中は年間配当額90円を下限としていますが、
業績によっては見直しを検討していきます。また、自己
株式の取得なども含めた総合的な株主還元策も機動的
に進めていきます。内部留保については、基盤事業や成
長が見込まれる事業分野への設備投資と、将来の利益向
上に寄与できる研究開発に充てる方針です。

▎収益が期待できる領域への投資や株主還元を推進します
　中期経営計画「SIC-Ⅱ」においてはROEの向上を目標に掲げており、
グループ内のキャッシュや政策保有株式をより収益が期待できる領域
への投資や株主還元へ活用しています。特に、急速に伸長するEV分
野への投資のため、当初計画では400億円であった設備投資計画を
60億円以上増額しました。また、リサイクル性の良さが再評価されて
いる金属缶の市場が伸長していることを受け、2023年3月タイの缶
用塗料メーカーの買収を実施しました。これらの投資からの回収を進
めることで収益を改善させていくことが今後の課題です。
　同様に重視する株主還元についても、安定配当を継続しながらも当
中計期間においては100億円超の自己株式取得も実施しています。
今後も状況を総合的に勘案しつつ株主還元に努めていきます。

専務取締役　コーポレート部門担当 

濱田 弘之

2021年度（実績） 2022年度（実績） 2023年度（目標）

連結売上高 287,989百万円 315,927百万円 330,000百万円

連結営業利益 13,005百万円 6,865百万円 11,000百万円

営業利益率 4.5% 2.2% 3.3%

ROE 4.4% 4.3% 2.7%

中期経営計画「SIC-Ⅱ」（2021 ～ 2023年度）

SIC-Ⅱにおける主要業績目標

持続的成長を実現する中期経営計画「SIC-Ⅱ」の進捗
2021年にスタートした中期経営計画「SIC-Ⅱ」は、3つの中期経営計画で構成される長期構想SIC27の第2段階とな
ります。SIC-Ⅱの目指す姿として「新たな時代に貢献する生活文化創造企業」を掲げ、変わりつつある社会ニーズに
対して真に必要とされる価値を提供し続けていくことを目指します。

目指す姿：新たな時代に貢献する生活文化創造企業

基本方針
1  事業の収益力強化
	 ● 戦略的な高収益事業群の形成	 ● 低収益事業の再編・改革・撤退

働き方・
人事制度改革 DXの推進 ガバナンス

体制の変革
環境経営の

推進

3  持続的成長に向けた経営資源の価値向上（企業体質の変革）

中期経営計画「SIC-Ⅱ」（2021～2023年度）

基本方針

2  重点開発領域の創出と拡大

重点開発
領域

● サステナビリティ・サイエンス
● コミュニケーション・サイエンス
● ライフ・サイエンス

R&D体制強化 成長市場への
集中投資

2022年度の振り返り

コロナ禍からの緩やかな持ち直しの動きも見られま
したが、ウクライナ情勢の長期化や中国における経済活
動の抑制などを背景とした原材料やエネルギー価格の
高止まりや、液晶パネル・エレクトロニクス市況の急減
速が当社の連結業績にも大きな影響を与えました。

このような環境下にあって、当社グループはSIC-Ⅱで
掲げている3つの基本方針を着実に遂行しています。方
針1「事業の収益力強化」では、事業の構造改革や海外市
場での拡大など強靭な事業ポートフォリオの構築を進
めました。方針2「重点開発領域の創出と拡大」では、車
載用リチウムイオン電池用材料の供給体制構築や新規
ポリマー材料を開発するパイロット棟の新設など積極
的な投資および開発を進めました。方針3「持続的成長
に向けた経営資源の価値向上」では、マテリアルズ・イ
ンフォマティクスの製品開発への活用、ダイバーシティ
&インクルージョン推進のしくみ整備、監査等委員会設
置会社への移行などのガバナンス強化などに取り組み
ました。

これらの施策の結果、2022年度連結業績は売上高に
ついては増収となりましたが、営業利益、経常利益、親
会社株主に帰属する当期純利益はいずれも減益となり
ました。

成長を推進する設備投資を実施

2022年度は、172億円の設備投資を実施しました。
事業セグメント別では、色材・機能材関連事業で茂原工※2022年度実績を受け、SIC-Ⅱ期間最終年度である2023年度の目標値を修正しています。
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原材料や物流、地政学的な状況などによる影響が著しい事業環境にあって、成長が続く海外市場での事業拡大を進め
るとともに、構造的な課題を抱える事業に関しては大胆な施策を講じています。

東洋インキ北海道(株)

統合集約東洋インキ中四国(株)

東洋インキ九州(株)

東洋インキグラフィックス(株)

東洋インキグラフィックス西日本(株)

東洋インキ東北(株)

事業の収益力強化

持続的成長を実現する中期経営計画「SIC-Ⅱ」の進捗 

▎収益の柱の育成と構造改革を戦略的に推進します
　本方針においては、当社グループの成長を牽引する事業群の収益
力を強化するため、成熟事業については市場規模に合わせた事業体
制の再構築に向けた改革を行い、一方、成長・拡大が見込まれる事業
については積極的な投資とリソースの配分を進めています。
　2022年度は原材料やエネルギー価格の高騰などにより、営業利益
は計画に対して大幅な未達となりましたが、国内ではエリア販売会社
の統合集約などの合理化を進めたほか、海外では主力の8製品群にお
いて事業拡大に向けた販売網や生産能力の強化に努めました。今後
も各事業の収益の柱の育成と構造改革を推進し、グループ全体での
収益力を強化していきます。

専務取締役　コーポレート部門担当 

濱田 弘之

主力8製品の中でもメディア材料事業は特に海外対応
が重要な事業の一つです。この事業はフラットパネル
ディスプレイ（FPD）のカラーフィルタ向けに製品を展開
しており、原材料である顔料から中間体であるミルベー
ス（ペースト）、最終製品であり表示材料と呼んでいるカ
ラーレジストまで、当社グループで一貫生産しています。
トータルでの生産プロセス改善によるコスト競争力と、
さまざまなニーズにスピーディーに応える高い技術開発
力が当社の強みです。

大型液晶ディスプレイは現在約6割が中国で生産され
ています。SIC-Ⅱ期間中にも中国シフトが進んでおり、
2026年には7割に達する見込みです。中国市場はTV用
のコモディティ製品が主流のため、コスト競争力が最大
のポイントです。当社グループは一貫生産を活かした革
新製法によるコスト競争力と、中国現地パートナーや商
社との連携による営業体制の強化を進め、さらなる売上
拡大を図ります。一方、PCや車載用パネルなどの中小
型液晶ディスプレイ市場はハイエンド製品が主流である
ため、差別化された色材とニーズに対応する高い技術力
が重要です。独自色材であるGreenやYellowを最大限
に活用して市場の要求に対応することで、中小型市場に
おいてもシェア拡大を進めていきます。ニーズが異なる
2つの市場に対してそれぞれ自社の強みを活かした戦略
を進め、今後も収益の最大化を図っていきます。

海外売上高・比率の推移と計画

メディア材料

みを始めました。今後はさらに最適な生産体制、物流体
制、販売体制の構築を進め、グループ内の資源を成長分
野へシフトしていきます。

色材・機能材関連事業の効率化
色材・機能材関連事業では、国内事業、海外事業とも

に効率化による収益力の強化を進めています。
国内においては、分散する生産拠点の集約化による効

率向上に取り組んでいます。具体的には、顔料分散体事
業について、トーヨーカラー (株)茂原工場（千葉県茂原
市）から同社富士製造所（静岡県富士市）への生産機能移
管を進めています（2023年6月完了予定）。

また海外においては、世界各国に展開するプラスチッ
ク用着色剤事業について拠点ごとの収益マネジメント
を強化しました。本施
策を通じて、フランス
およびフィリピンの不
採算拠点を整理し、事
業全体での採算改善を
図りました。

低収益事業の再編・改革・撤退

印刷・情報関連事業の構造改革
日本国内のチラシ、広告、出版向けなど商業印刷市場

は、デジタル化の進展により構造的な縮小が加速してい
ます。その市場規模は過去10年間で20%以上も小さく
なっており（経済産業省生産動態統計より）、今後もこの
縮小傾向は継続すると見ています。

国内の印刷・情報関連事業では、さまざまなコストダ
ウン施策に加え、同業他社との協業や価格改定などに取
り組んできましたが、市場規模に合わせた適切な事業体
制へのさらなる構造改革を進めることで、収益力の強化
を図っています。2023年1月には、国内のエリア販売
会社6社を東洋インキ(株)に統合集約し、日本全国で各
エリアに展開してきた販売網の合理化に向けた取り組

主力8製品群は海外事業の拡大に注力

当社グループでは海外売上高比率が年々上昇してい
ます。特に海外市場が拡大すると考えている主力8製品
群では、環境調和型製品を軸に積極的な展開、投資を進
めることで事業拡大を図ります。

トーヨーカラー (株)富士製造所

2021 2022 2023
100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

（年度）
（計画）

49.9％

52.8％
54.2％

メディア材料 中国市場で売上拡大、中小型やセンサー市場など取り
組み強化

プラスチック用着色剤 環境調和型製品（易リサイクル、太陽電池用材料）に注力

機能性分散体 LiB用分散体を欧・米・中・日市場に供給拡充

粘着剤 中国、インド、米国、韓国の新規設備で売上拡大

ラミネート接着剤 マレーシア生産能力増強で東南アジア強化

製缶塗料 欧米環境規制対応の水性塗料を米国、中国に展開

グラビアインキ 東南アジアやインドでPVCフリー、水性、ミドルグ
レード品を拡大

UV硬化型インキ 紙器パッケージ市場向けへシフト

主力8製品群についての取り組み

カラーレジストの世界市場でのシェア推移と計画

フラットパネルディスプレイ市場の変化へ柔軟に対応

　台湾東洋先端科技股份有限公司は、カラーレジス
トを生産し、台湾市場と中国市場に供給しています。
台湾市場ではコロナ禍による物流の混乱や原材料調
達難による供給不安が広がりましたが、当社の安定
的な生産供給体制が高く評価され、シェアを拡大し
ています。特に大型TV用では、Redに続いて新た
にGreenが採用され、当社品への切り替えが進んで
います。中国市場では、Blueの品質と現地パートナー
との連携による営業体制が評価され、2社で大型TV
用に採用されました。今後もお客様のニーズに応え
る製品を開発・提供し、成長を
続けていきます。
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台湾東洋先端科技股份有限公司
ディスプレイ材料営業統括部

Karina Huang（黃楷昀）
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当社グループは、新たな社会ニーズを「グリーン：環境問題への意識の高まり」、「デジタル：デジタルシフトの急加
速」、「健康：安全・安心や健康意識の高まり」と捉え、それぞれサステナビリティ・サイエンス、コミュニケーション・
サイエンス、ライフ・サイエンスという3つの重点開発領域を設定しました。これらの社会ニーズに対して真に必要と
される価値を提供し、新たな事業の創出・拡大を目指していきます。
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持続的成長を実現する中期経営計画「SIC-Ⅱ」の進捗 

2  重点開発領域の創出と拡大

▎一層の体制強化により新事業の創出を加速します
　本方針の進捗として、特にサステナビリティ領域で大きく売上高
を伸ばしています。これは車載用リチウムイオン電池材料の生産本
格化と、中国や日本での新たな顧客開拓によるものです。一方、コ
ミュニケーション領域とライフ領域の新事業育成に対しては、一層
の体制強化が課題と考えています。
　対策としてコミュニケーション領域では2022年に開設した中国・
深圳の技術センターの有効活用や川越新ポリマーパイロット棟の効
果的運用、ライフ領域ではバイオ医薬品分野におけるノーベルファー
マ(株)との業務提携を進めています。また重点開発領域の先端研究
のため、東京工業大学内の協働研究拠点の活用を進めています。

専務執行役員　技術・研究・開発担当 

山岡 新太郎

環境調和型
パッケージ
バイオマス、 
リサイクル

IoT・センサー
光学制御材料

メディカル
貼付型医薬品、
生体適合素材

EV・
新エネルギー
リチウムイオン電池用
材料

5G・半導体
低誘電材料、
機能性フィルム

デジタル印刷
インクジェットインキ

サステナビリティ・サイエンス� 持続可能な社会実現へ

コミュニケーション・サイエンス　 キー素材・ソリューションで
5G・IoT社会に貢献

ライフ・サイエンス　　　 　　 人びとの生活を豊かに・健やかに

グリーン

デジタル

健康

█ 売上高（億円）�

█ 売上高（億円）�

█ 売上高（億円）�

重点開発領域

エレクトロニクス分野における技術トレンドと当社グループの事業展開

　エレクトロニクス市場は時代のニーズとともに大き
く拡大していくと考えます。当社グループの事業拡
大に向けては、既存樹脂に加え新規樹脂とそれらの
複合技術を活用し、さらに高機能化した製品の開発
が必要だと考え、新規樹脂およびその加工品の試作
から中規模の生産が可能なポリマーパイロット棟を
新設いたしました。ポリマーパイロット棟の第一期導
入ラインで生産する新規樹脂は、耐熱性と柔軟性を
有する縮合系のポリマーが主となります。これにより
半導体周辺材料への活用や、高
速通信部材・EV用の機能性接
着剤など、時代のニーズに合わ
せた製品を提案し続けます。

トーヨーケム(株)　技術本部　本部長

有吉 泰
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コミュニケーション・サイエンス領域における事業
拡大に向けて、開発およびマーケティングの強化を推し
進めています。この領域を牽引している主な製品は、エ
レクトロニクス分野向けの粘着剤・接着剤や塗工材料
です。

当社グループは、アクリルやウレタン、ポリエステル
樹脂の自社設計技術を強みとしており、機能性を付与し
た粘着剤・接着剤や、それらをフィルム状に加工した塗
工材料をエレクトロニクス分野に展開しています。特に、
5G用電磁波シールドフィルムや導電性接着シートと
いった機能性フィルムは、多くの大手メーカー製スマー
トフォンに採用されており、世界シェアでトップクラス
を誇ります。

この機能性フィルムのシェアを確立できた背景には、
フレキシブル基板に求められる耐熱性と柔軟性を両立
させる当社グループの「ポリマー合成技術」と「電気特性
を発現させる素材の分散技術」に加えて、エレクトロニ
クス業界の主要市場である日・米・中・韓の大手メー
カーへのマーケティング活動により、技術トレンドの重
要な転換点を見逃さず、タイムリーな提案ができたこと
によるものと捉えています。

さらなる事業拡大のため、2022年7月、中国・深
圳にマーケティング体制強化を目的とした「技術セン
ター」を開設しました。ブランドオーナーやモジュール
メーカーなどのエレクトロニクス関連企業との技術交
流を密に行うことで、半導体周辺の新規開発活動を加速
させる拠点として活動しています。また2023年4月に

は、トーヨーケム(株)川越製造所に「ポリマーパイロッ
ト棟」を新設し、新規機能性樹脂の開発と試作、中規模
の生産が可能な体制を整えました。

これらの体制強化によ
り、エレクトロニクス分
野への事業拡張と、高度
な機能化が求められる半
導体分野への製品展開を
加速させていきます。

エレクトロニクス関連事業 体制強化とコミュニケーション・サイエンス領域の事業拡大

技術トレンド
市場課題

高速化

耐熱性

伝送損失

5G・IoT
ノイズ対策

低CTE

低誘電 微細化

エレクトロニクス用
粘着剤

包装パッケージ用インキで
培ったウレタン樹脂で差別化

・日米中韓でのグローバルマーケティング
・世界シェアトップクラス

新ポリマー開発プラント
2023年稼働

5G用電磁波
シールドフィルム

導電接着シート 低誘電材料

半導体
関連材料

ポリマーパイロット棟
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全社サステナビリティ推進体制の強化

2022年1月より、サステナビリティ委員会とその下
位組織であるESG推進部会が主体となって、全社サス
テナビリティ活動を推進してきました。

全社サステナビリティ活動は、グループ各社各部門と
の密接な連携、そして経営戦略との一体化が成果につな
がり企業価値を向上させうると認識し、2023年7月、
これら活動の経営に対する実効性を高めることを目的

就業規則の改定　　　　　　　　　　　　　　
（懲戒としての賃金控除の廃止）

日本の労働関連法規では、懲戒としての賃金控除（減
給）が許容されていますが、既に多くの国で懲罰的賃金控
除は禁止され、それがグローバル基準となってきていま
す。2023年1月、当社グループはビジネスにおける人権
保護強化の潮流への適応として、就業規則の「懲戒に関す
る規定（第67条）」を改定しました。これまで譴責・減給・
出勤停止・懲戒解雇の4種だった懲戒処分を譴責・出勤
停止・諭旨解雇・懲戒解雇の4種に改め、懲戒としての賃
金控除を廃止しました。

調達基本方針の改定とガイドラインの策定

当社グループは、2005年に「調達基本方針」「調達先
選定基準」を制定しましたが、その後の環境課題の多様
化や、人権尊重・情報セキュリティなど社会課題の重要
度増大など、グローバル調達マネジメントの昨今の潮流
とのずれを解消し、ビジネス環境の情勢に合った内容に
すべく、2022年10月、本方針および選定基準の抜本的
な改定を行いました。

併せて、当社グループが関わるサプライチェーンにお
いて、そこに属する当社グループとサプライヤーの双方
が遵守に向けて取り組むべき行動規範を集成し、「サス
テナブルサプライチェーンガイドライン」として策定、
ウェブサイトで公開しました。本ガイドラインは、①企
業行動規範のグローバルスタンダードに準拠すること、
②当社グループのお客様企業が適用している行動規範に
できるだけ沿わせることを念頭に、「国連グローバルコ
ンパクト」「RBA行動規範7.0」「JEITA責任ある企業行動
ガイドライン1.0」「GCNJ CSR調達セルフ・アセスメン
ト質問票1.1」に準拠した構成・内容になっています。

CSR調達調査の実施

調達基本方針・調達先選定基準の改定およびサステ
ナブルサプライチェーンガイドラインの策定に合わせ
て、当社グループの原材料・副資材サプライヤーに対す
るCSR調達調査を行いました。この調査は、当社グルー
プが関わるサプライチェーンにおいて、当社グループの
ガイドラインに対するサプライヤーの同意の程度を「ガ
イドライン同意率」、一定水準のCSRが達成できている
程度を「CSR調達率」として定量化し、継続的にモニタリ
ングを行いながら改善活動にフィードバックすることが
目的です。サプライヤーごとに取引額はさまざまなので、
算定はサプライヤー会社数ではなく取引額をベースにし
ました。

当社グループは、多くのサプライヤーと取引関係にあ
りますが、2022年度は、グループ購買部が担当する国
内サプライヤー 274社（取引額67,367百万円＝グルー
プ取引総額の33.3％）を対象に、ガイドラインに対する

「同意確認書」への署名送付を要請しました。多様なサプ
ライヤーの意思や見解は、書面の有無だけでは示せない

として、下表の「同意レベル」のいずれかを選択できるよ
うにしました。そして、同意レベル3以上のサプライヤー
との取引を「ガイドラインに同意している調達活動」と定
義しました。同時にGCNJの「CSR調達セルフ・アセス
メント質問票1.1」を用いたアンケートを実施し、正規化
した得点が75/100点以上となったサプライヤーとの取
引を「一定水準のCSRを達成している調達活動」と定義し
ました。その結果、ガイドライン同意率は79.5%、CSR
調達率は72.8%でした。

に「ESG推進室」を新設します。全社サステナビリティ
活動の実務的中心として、委員会や経営層、コーポレー
ト部門、事業各社経営部門と協働して、サステナビリ
ティ戦略の経営計画への組み込みと諸活動への展開、予
算化を推進していきます。

人権方針の策定

当社グループは、従来の「ビジネス行動基準」や「人事ポ
リシー」で掲げてきた、人権に対する基本的な考え方およ
び方針を整理統合して、2023年3月、「東洋インキグルー
プ人権方針」を制定しました。

この人権方針の制定は、2011年の国連人権理事会に
よる「ビジネスと人権に関する指導原則」への支持に始ま
る人権課題へのグローバルな動きに対応するものでもあ
り、「国際人権章典」「ビジネスと人権に関する指導原則」

「ILO宣言」「OECD多国籍企業行動指針」「子どもの権利
とビジネスの原則」などの国際規範に則っています。ま
た本方針は、当社グループで働く役員・社員・契約社員
を含むすべての人に対して適用するものであるととも
に、当社グループのサプライチェーンを構成するすべて
のお取引先に対しても、本方針の理解・遵守を求めてい
きます。

企業の持続的成長を支える経営資源の価値向上に向けて、働き方・人事制度改革、DX（デジタルトランスフォー
メーション）の推進、ガバナンス体制の変革、環境経営の推進への取り組みを強化していきます。

持続的成長を実現する中期経営計画「SIC-Ⅱ」の進捗 

3  持続的成長に向けた経営資源の価値向上（企業価値の変革）

▎組織的連携を通じて社会・環境課題の解決を推進します
　近年の地球環境や資源に対する危機意識の高まりやSDGsの浸透
を背景に、カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーなど社会・
環境課題の解決に向けた取り組みが企業に求められる中、当社グ
ループは2022年、サステナビリティビジョンTSV2050/2030を策
定、スタートしました。2023年度は、次期中計でのさらなる加速の
ための体制強化を目的に、「ESG推進室」を設置します。生産部門の
みの活動ではCO2削減などの環境目標達成は難しく、営業戦略上の
効率化や技術面での処方・プロセス改革などが極めて重要です。部
門間連携や情報・認識の共有化のもと、包括的な施策を遂行しサス
テナビリティ戦略の実現性を高めます。また、それらの活動において
経営資源を効率的に活用し、新たな価値創出につなげていきます。

取締役　サステナビリティ担当 

佐藤 哲章

サステナビリティ推進体制（2023年7月以降）

監督

監督

報告・提案

サステナビリティ
の経営計画への
組み込み

各社サステナビリティ活動へ
の展開と予算化
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連
携

取締役会

連携・協働

モノづくりチーム
可視化チーム
設備投資チーム
原材料チーム
企業基盤チーム

代表取締役社長

経営層
グループ経営部
グループ財務部

ESG推進室
（2023年7月発足）

グループ経営会議

コンプライアンス部会

ESG推進部会

生産部門

技術部門

販売部門

経営管理部門

リスクマネジメント部会

サステナビリティ委員会（委員長：サステナビリティ担当役員） 事業会社

同意
レベル ガイドラインへの同意の内容

1 本ガイドラインを受領し、趣旨・内容について確認・理解した

2 当社グループが本ガイドラインの遵守に取り組むことを支持する

3 本ガイドライン、または自社で制定した同等水準の行動規範を遵守する

4 サプライチェーンの上流に対して、自社と同様のCSR活動の要請に努める

5 当社グループが要請する情報提供・調査・改善について協議し、協力する

▶▶▶P.45

「調達基本方針」「調達先選定基準」「サステナブルサプライチェーンガイド
ライン」については、当社ウェブサイトの「CSR活動＞関連する方針・指針」
に掲載しています。

WEB

ガイドライン同意率

CSR調達率

■国内グループ各社に
よる取引

44.9%
（90,725）

原材料・副資材の
取引総額

202,129 

■海外グループ各社に
よる取引

55.1%
（111,405）

■国内サプライヤー
との取引

33.3%
（67,367）

■海外サプライヤーとの取引＋グループ内取引

4.5% （9,096）

■グループ購買部に
よる取引

37.8%
（76,463）

単位：百万円
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同意レベルが3以上
230社（79.5%）

同意レベルが1または2
11社（10.6%）

得点が75/100点以上
174社（72.8%）

得点が75/100点未満
61社（19.9%）

（%）

3635

東洋インキグループの価値創造

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

ガ
バ
ナ
ン
ス

東
洋
イ
ン
キ
グ
ル
ー
プ
の
事
業

東
洋
イ
ン
キ
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

東洋インキグループ　統合レポート2023 東洋インキグループ　統合レポート2023


